(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：徴税費　目：賦課徴収費
	事業名: 県税徴収確保特別対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務部　税務課　徴収指導担当、個人住民税特別整理担当　

電話番号：058-272-1111(内2194､3626)　　　　
　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11110@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：6,336千円（前年度予算額：6,336千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）地方税法第４８条の規定による個人住民税の直接徴収事業
　県税収入未済額の大きな比率を占める個人県民税の税収確保を図るため、個人住

民税の徴収困難事案を市町村から引受け、税務課又は県税事務所職員と市町村職

員（派遣職員）が、差押えを中心とした滞納整理を実施します。

（２）差押財産公売促進事業

　 各県税事務所ごとに管内市町村と共同で不動産等の合同公売を実施します。また、年間公売実施計画に基づき、インターネット公売を中心に差押財産を集中的に換価し、税収確保を図ります。
	２　所要経費


（１）地方税法第４８条の規定による個人住民税の直接徴収事業費
　　　　1,736千円
（２）差押財産公売促進事業費

　　　　4,600千円　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


該当ありません。
	２　これまでの取組状況


（１）平成17年11月から県税務課に「個人住民税特別整理担当」を設置し、平成23年度までの6年間で県内34 市町から個人住民税の徴収困難案件と市町職員を引受け、県による個人住民税の直接徴収を行っています。

また、設置当初は県庁のみで受け入れを行っていましたが、市町の参加増等によって現在は、「中濃・東濃・飛騨県税事務所」においても県による直接徴収を実施しています。

（２）県税の滞納を解消するため、平成17年度からは、積極的に差押等の滞納処分を行う滞納整理手法に転換したことにより、差押件数が飛躍的に上昇しました。そのため、多数の差押財産をより効率的に換価（お金に換えること）する手法が求められ、平成18年1月から、インターネット上で幅広く買い受け人を募り換価することができる「インターネット公売」を導入しました。
	３　これまでの取組に対する評価


（1） 市町から滞納案件を引受け、県による直接徴収を行うことで、平成22年度末現
在で約32億3千万円の徴収効果を得ています。

また、県職員と市町職員が共に徴収に取り組むことで、県と市町または市町間の連携強化が図られるとともに、市町職員は、差押、捜索などの様々な徴収方法を学ぶことにより培われた徴収のノウハウを、市町復帰後、他の職員に伝達することで、市町全体の徴税能力向上の一助となっています。
こ　　　　　（２）県税事務所ごとに管内市町村と共同で地方税の滞納縮減を図るため、不動産を中心に合同公売を実施してきました。インターネット公売を導入したことで、幅広く買い受け人を募ることができるようになったことから、より多くの差押財産をより高価に換価できました。また、本事業は滞納者へのアナウンス効果もあり、今後も事業の継続実施が必要です。

[これまでの実績]

　　 不動産合同公売回数　　　　　延べ18回

　 　不動産合同公売換価収入　　　約7,603万円

インターネット公売回数　　　延べ37回（H23.10予定分まで）
　   インターネット公売換価収入　約7,274万円（H23.9分まで）
　　
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	6,336
	0
	0
	0
	0
	0
	4,600
	0
	1,736

	要求額
	6,336
	0
	0
	0
	0
	0
	4,600
	0
	1,736

	1月20日時点

査定額
	6,336
	0
	0
	0
	0
	0
	4,600
	0
	1,736

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


